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論文の内容の要旨 

（目的） 

本研究の目的は，1990 年代以降の中国において，高等師範系学校がいかなる課題に直面し，どのよ

うな改革を実施し，そのことによって教員養成教育の内容がどのように変化したのかを解明することで

ある。 

 (対象と方法) 

本研究は 1990 年代以降の中国における高等師範系学校の改革実態を考察対象とする。「高等師範系学

校」は教員養成を主目的とする公立高等教育機関であったが，そのうち修業年限 2～3 年の「師範高等

専科学校」は一般大学へ「昇格」し，修業年限 4 年の「師範大学・学院」は総合大学へ「移行」すると

いう改革事例が 1990 年代以降に急増した。こうした動向を「『大学における教員養成』への改革」と捉

え，山東省の 2 校の事例における改革の背景・経緯と教員養成教育の変化について，第一次文献資料の

収集・分析および大学教職員へのインタビュー調査を通して明らかにした。 

 (結果) 

 1990 年代以降，高等教育改革，基礎教育改革，および教員の量的確保と質的向上の必要性という背

景のもとで，高等師範系学校は多くの課題に直面した。すなわち，入学者数の増大，優秀な入学者の確

保，大学教育としての水準の確保，および基礎教育改革に適応した教員養成カリキュラムの構築，であ

る。こうした中で，各高等師範系学校は，一般大学への「昇格」あるいは総合大学への「移行」という

改革に取り組んだ。「昇格」の事例である A 大学の教員養成の変化を分析したところ，一般教養と教科

専門教養が拡充・強化された一方で，教職専門教養においては実践活動が重視されたものの，教育学の

理論的内容は大幅に縮小され，理論と実践の関連付けが不十分であることが明らかになった。一方，「移
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行」の事例である B 大学の教員養成系専攻では，従来行われていなかった小学校教員養成に着手すると

ともに，中・高等学校の教員養成において一般教養，教科専門教養の水準を確保しつつ教職専門教養科

目を増設することによって教員の専門的力量を高めようとしていることが明らかになった。 

 (考察) 

 上記の分析をもとに，現代中国の「大学における教員養成」への改革による教員養成の変化について

次の 3 点から考察した。第一は，教員養成における学力水準の確保と課題についてである。厳しい競争

環境に置かれた高等師範系学校は学生の量的・質的確保に努めているが，進学率の急上昇によって入学

者の学力水準は低下傾向にあり，教員の専門的力量の向上は容易ではない。第二は，「大学における教

員養成」の質的分化についてである。「昇格」の事例では，大学教育水準の保障と学問分野の多様性の

拡大が重視され，教員養成の充実は後回しにされる傾向がある。対して，「移行」の事例では，教職専

門教育を大学の専門教育の一つに位置づけてその充実を図ろうとする傾向がある。第三は，開放的な教

員養成における市場競争の導入と教員の専門的力量の保障との不整合についてである。大学間の競争と

地域需要に対応するため，各大学は非教員養成系の専攻分野を拡大しつつある。このような環境のもと

で「大学における教員養成」への改革が広がったとしても，教員の専門的力量の土台の育成がすぐに保

障されるとは言い難い。 

 

審査の結果の要旨 

(批評) 

現代中国では，経済の市場化とグローバル化という社会改革のもとで高等教育における自由化政策が

展開されてきた。目的制と閉鎖制を長く維持してきた高等師範系学校はそのような環境のもとで他大学

との統合などの組織改編を迫られ，一般大学あるいは総合大学への改革を進めてきた。こうして，制度

的には「大学における教員養成」への改革が急激に広まってきたものの，果たして教員に求められるべ

き専門的力量は向上しうるのか，また，教員の量的確保に問題は生じていないのか，など，中国の教員

養成の実態をめぐっては多くの疑問が残されている。ところが，本国の中国では数多くの調査が公表さ

れているにもかかわらず，現状を批判的に捉える考察は皆無に近い。また，日本においては，めまぐる

しく変化する政策・制度の紹介に類する論考はあるものの，教員養成機関における教員養成の実態を解

明した研究はない。本研究は，こうした研究状況を踏まえ，中国における教員養成改革の最新事情を第

一次資料の精力的な収集・分析によって解明するとともに，2 つの大学における大学関係者へのインタ

ビュー調査を用いて教員養成の変化の実態を克明に捉え，その背景要因を考察した。事例分析の対象が

一つの省の 2 校に限られていることなど，課題は残るが，国家レベルの高等教育改革と基礎教育改革と

いうマクロな視野をもって教員養成制度改革を捉え，地方レベルと個別大学内部のミクロな実態を着実

な調査によって解明した学術的意義は高く評価される。 

平成 25 年 10 月 31 日，学位論文審査委員会において，審査委員全員出席のもと論文について説明を

求め，関連事項について質疑応答を行い，最終試験を行った。その結果，審査委員全員が合格と判定し

た。 

よって，著者は博士（教育学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと認める。 


